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オープンサイエンスによる研究活動への影響 
(National Forest Inventory データの事例) 

 

○沼尻 保奈美、林 隆之(政策研究大学院大学) 

 

1. はじめに 

科学技術イノベーション政策において、オープンサイエンスに伴う研究活動の活性化への期待が高ま

っている。「オープンサイエンス」という概念は複数の要素から構成されるが、その要素の一つが「オー

プンデータ」である。それは「目的を問わず、誰でも自由にアクセス、使用、変更、共有できる」データ

を公開することとされる(Open Knowledge Foundation)。例えば、近年、AI や機械学習といった研究手法

の発展により、研究者はビックデータを用いて研究活動を行うことが可能になっている。ビックデータ

解析は複数のデータを組み合わせて活用することから、多くのデータが必要となる。このような背景か

ら、オープンデータの中でも、研究者個人によるデータ公開とともに、政府が収集したデータを公開する

行為、いわゆるオープンガバメントデータの需要も高まっている。しかしながら、データ公開によって研

究活動の活性化の効果が得られているか、いかなる影響が生じているかについての分析は行われておら

ず、盲目的に進められている恐れがある。本分析では、森林研究分野のオープンデータである National 

Forest Inventory(NFI)を分析対象にして、オープンデータの研究活動への影響やその構造を明らかにす

る。 

 

2. 研究活動におけるオープン・データ 

オープンサイエンスはこれまで様々に定義されてきた。Vicente-Saez らは、既存の複数の定義をレビ

ューした上で「オープンサイエンスとは、共同したネットワークを通じて共有され開発される透明でア

クセス可能な知識である」と定義している(Vicente-Saez & Martinez-Fuentes, 2018)。オープンサイエ

ンスは、透明性(研究結果の再現性、オープンなピアレビュー)、アクセス可能(オープンアクセス)、オー

プンデータ(研究データの公開)、共同開発(研究者間の協力、科学的共同を促進するための Web ベースの

ツールの使用) の四つの要素から構成される複合的な概念である(Vicente-Saez & Martinez-Fuentes, 

2018)。オープンサイエンスの要素の一つであるオープンデータには、研究者が行うオープンデータ(研究

活動に使用したデータを公開する行為)と、政府が行うオープンデータ(政府が収集したデータを公開す

る行為)の二つが存在する。政府が行うオープンデータはオープンガバメントの一種でもあり、そのため、

データも「オープンガバメントデータ(以下、OGD とする)」と呼ばれることもある(McDermott, 2010)。 

一般的な OGD は主に国民へ広く情報を公開し透明性を確保するためにアメリカ合衆国を中心に始まっ

た活動である。しかし、近年では、その公開したデータをいかに活用するかに焦点が置かれている。OECD

は、OGD 公開の最終的な意義は、様々なユーザーによって再利用されることであるとしている

(OECD ,2011)。その一つが OGD を多様な研究者が研究活動に用いることである。 

これまで、オープンサイエンスにおけるオープンデータに関する分析としては、研究者によるデータ公

開状況や公開のモチベーションについての先行研究は存在している(Piwowar, 2011: Fecher et al., 

2015)。しかし、データのオープン化によって実際に研究活動や研究領域にいかなる効果・影響が生じて

いるかを分析した事例はみられない。そのため、オープンデータによって研究活動にその量の面や内容

面で変化が生じているかを分析し、その後のオープン化への含意や負の影響の克服を図ることが必要で

ある。 

OGD が存在することにより、公開されたデータを直接的に分析する研究活動が生じることが通常想定さ

れる。しかしそれは、それまで個別に収集され分析されていたデータが OGD で代替されただけの可能性

もあり、その場合には効果があったとは言えない。そのため、OGD を直接使った研究成果が生まれている
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かを確認するだけでなく、関連領域の研究活動全般が活発化しているのか、さらには関連領域を超える

多様な研究分野や領域でデータや知見を新たに使うようになったのかという波及的効果の視点が必要と

なる。 

 

3.分析：OGD が研究活動へ与える影響 

3.1 仮説 

OGD が研究活動に対して与える影響の分析として、以下の二つの問いを立てる。 (1)オープンデータに

より、関連領域の研究が活発化するか、(2)OGD を直接利用（以下、一次利用という）した研究結果がそ

のデータに関わりの深い研究領域のみならず、その他の領域の研究活動へ波及効果しているか。この二

点を分析することで、盲目的に推奨されてきた側面がある OGB が、研究活動に対していかなる効果を有

しているかを検証する。 

 

3.2 分析対象 

本研究では、森林分野の OGD である森林インベントリデータ(National Forest Inventory。以下、NFI

とする)を分析対象とする。NFI とは一般的に、国家の森林資源の情報を記したものである(Corona & 

Marchetti, 2007)。国連食料農業機関（FAO）はデータの世界的な基準を定め、加盟国 46 ヶ国に 5 年ごと

にその数値の報告を義務付け、国土の森林面積、生物種数、林分蓄積などを以下の目的で公開している。

1）国や大規模地域の持続可能性の評価 2）生物多様性の評価 3）国際的な森林資源報告を行う(Mcroberts 

et al., n.d.)。NFI は、林業や土地利用者だけではなく、環境問題解決型研究に関わりの深い資源情報

であり、広く世界レベルで政策展開やビジネスにも活用される可能性があるとされているデータである

(Forest Research ウェブサイト)。 

NFI を最初にインターネット上で公開したのは米国であり、農務省(U.S.D.A)が実施主体となり収集し

たデータを“Forest Inventory and Analysis”(以下、FIA とする)と称して、1995 年から OGD としてイ

ンターネット上で公開している。その後、スウェーデン（2005 年）、ドイツ（2005 年）、フランス（2007

年）、イタリア（2008 年）、カナダ（2009 年）が公開している。 

 

3.3 オープンデータの直接利用の状況 

まずオープンデータを一次利用した研究活動の現状を確認するために、長期間の公開実績のある米国

の FIA データの利用状況を確認した。エルゼビア社が運営する論文書誌データベース Scopus から、「一

次利用論文」として、抄録とタイトルに、FIA の正式名称である「forest inventory analysis」が含ま

れる論文を検索した。結果、671 件を取得し、抄録や本文を目視で確認し、実際にデータを利用している

論文として 627 件が特定された（図 1 のオレンジ線）。1995 年効果以降、緩やかに増加している。具体

的には、FIA データの数値を解析しているもの、FIA データによる植物の分布研究結果から調査地を設定

した論文(Drohan et al., 2002)等が挙げられる。 

次にこれらの論文がどのような研究領域のものであるか

を識別するため、インデックスキーワードとして現れた用語

を分析した。結果、上位２単語は（当然の結果ではある

が）、「forest」と「inventory」であった。そこで、NFI が直

接的に関連する領域を「forest inventory」論文と

設定し、それを、抄録とタイトルに「forest inventor*」

のキーワードが含まれる論文（Forest Inventory 論文。

以下、FI 論文とする)と定め、結果、6,370 件を取得し

た(米国 1,956 件、図 1 の青線)。NFI 公開の 1995 年以

降、急速に拡大している。これら FI 論文において一

次利用論文が占める割合は 10%である。 図図  11  米米国国のの一一次次利利用用論論文文数数とと FFII 論論文文数数のの推推移移

（（11998800--22001177 年年））  
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3.4 データ・方法と結果(1) 

3.4.1 方法：研究活動の活発化 

オープンデータによって関連領域の研究が活発化したかを検証するために、目的変数に FI 論文数の前

年度増減を用いた回帰分析を行う。目的変数と後述する説明変数はともに時系列データであり、前年の

値からの影響が強い単位根過程であるため、そのまま回帰を行うと見せかけの関係が得られる可能性が

あり、前年度差分を用いる。説明変数にはまず、FI 論文が多く属する分野(Scopus の分野分類)の論文数

を用いる。それら分野の増減は FI 論文の増減にも影響すると予想されるためである。具体的には、FI 論

文における出現頻度上位 2 分野から「Ecology 分野論文」「Forestry 分野論文」それぞれの前年度差分を

用いる。これに 15 ヶ国のダミー変数を加えるとともに、NFI 公開の効果を見るために、各国各年での NFI

公開有無のダミー変数、NFI 公開ダミーと Ecology 分野論文および Forestry 分野論文それぞれの交互作

用項を用いた。公開有無のダミー変数は公開による単純な増加効果を確認し、交互作用は 2 分野の増減

からの影響度合いの増加を確認する。論文数データは 2 年移動平均を用いた上で差分をとった。また、

NFI 公開から論文出版までのタイムラグを 1 年とり、公開ダミーは公開年から 1 年間のタイムラグとし

て、線形回帰を行なった。 

 

3.4.2 結果：NFI 公開による同一研究分野の研究活動の活発化 

図 2 は FI 論文数の上位 12 カ国

および日本の論文数を記したもの

であり、NFI 公開国は公開後に破線

にしている。論文数が多い国から

順にアメリカ、カナダ、フィンラン

ド、中国、ドイツ、スペイン、ブラ

ジル、イタリア、フランス、スウェ

ーデン、スイス、イギリスの 12 カ

国および日本を分析対象とした。

分析対象国が NFI をインターネッ

ト上で公開しているかを確認する

ため、各国の森林インベントリ公

式サイトにアクセスし、NFI の公開

データが存在するか確認した。そ

の結果、NFI を研究データとして使

用できる形で公開している国は、アメリカ、カナダ、ドイツ、イタリア、フランス、スウェーデンの 6 カ

国(以後、公開国)であった。フィンランド、中国、スペイン、ブラジル、スイス、イギリスおよび日本(以

下、非公開国)は NFI の収集を行っているものの、インターネット上で公開はしていなかった。基本的に

は、NFI のインターネット公開の時期はサイト上では明記されていなかったため、各公開国の森林インベ

ントリ担当者に連絡を取り、NFI の公開年の確認をした。 

基本的にはどの国も、1990 年代から FI 論文数は増加している。特に、アメリカは FIA 公開後である

1995 年直後から増加が著しい。その他の国も同様に、1990 年から徐々に論文数が増加しているが、アメ

リカほどの増加率ではない。非公開国のフィンランドと中国は公開国のドイツよりも論文数が多く、特

に中国は 2003 年からの増加率が大きい。日本は、増加傾向にあるものの、全年で論文数は 85 本と他国

と比べると論文数は少ない。紙面の都合から図は省略するが、Ecology 分野論文数は Forestry 分野論文

数の十倍程度あり、どちらの論文数も各国で多少の増減はしつつも長期的には増加している。 

オープンデータによる関連領域の研究の活発化についての回帰分析結果を表 1に示した。NFI が公開さ

れていない場合は、結果の係数から、Forestry 分野論文が 100 本増加することで FI 論文が 2 本増加する

関係（1%有意）にある。NFI が公開されることで、年間 1.1 本増加数が単純に増えるとともに、Ecology

図図 22  各各国国のの NNFFII 公公開開のの有有無無とと論論文文数数((11998800 年年かからら 22001177 年年))  
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分野論文 100 本増加に対して 1 本増加する（なお、Ecology

論文のほうが Forestry 論文より絶対数が 1 桁多いため、

影響も 1 桁大きくなる）。一方で、Forestry 分野論文の増

加量は、10%有意水準で 1 本減少する。R2 乗値が高くない

ために、明確な結論は出せないが、この結果は、NFI が公

開されていない状態では、①Forestry 分野論文の増加に伴

って（その中の一トピックとして）FI 論文が増加する傾向

があるが、②NFI 公開後は Ecology 分野論文の増加に伴っ

て増加する傾向がみられる。NFI 公開によって FI 関係の論

文が関係を有する分野が変更して増加する可能性が示唆

される。そのため、この点をさらに以下で検討する。 

 

3.5 データ・方法と結果(2) 

3.5.1 方法：様々な分野の研究活動への波及効果 

OGD を直接的に利用した研究の成果が、データに関わり

の深い研究領域のみならず、その他の領域の研究活動へ波

及効果しているかを検証するためには、研究内容を詳細に

把握し分析する必要がある。ここでは、長期間の公開実績

のある米国の FIA データを対象として、研究内容の分析を

行った。 

分析対象として３つの論文群を Scopus から取得する。(1)「一次利用論文」として FIA データを分析

等で直接利用している論文群、(2)「不使用論文」として森林インベントリに関する論文(上記 FI 論文)だ

が FIA データを直接使用していない論文群、さらに、(3)「二次利用論文」として一次利用論文を引用し

ている論文群である。(3)は(1)によって OGD を用いて得られた知見を利用している論文であり、分野を

事前に特定しない。 

「一次利用論文」は、前述のように、抄録とタイトルに、FIA の正式名称である「forest inventory 

analysis」が含まれる論文 627 件である。「不使用論文」は、抄録とタイトルに「forest inventory」と

記載があるが「forest inventory and analysis」「FIA」「National Forest Inventory」「NFI」が含ま

れない米国の論文を 916 件取得した。「二次利用論文」は一次利用論文を引用している 11,688 件を取得

した。 

研究内容の分析には、時系列的なトピックモデルである DTM(ダイナミックトピックモデル)を利用し

て、それぞれの論文があらわす研究トピックを特定した。DTM とは文書群の時系列で変化する単語の分布

確率から文書群で共通するトピックを設定し、それぞれの文書があらわすトピックの確率を、一つの文

書に対して設定されたトピックごとに割り振るモデルである。ここでは、一つの論文に対して最も確率

の高いトピックを用いる。 

 

3.5.2 結果：他分野への波及効果  

DTM により、研究トピックを 20 に分け、論文ごとに一番頻度の高いトピックを割り振り、トピックを

構成する単語リストや論文の抄録からトピック名を決定した。「不使用」「一次利用」「二次利用」の研

究トピックの割合を表２に示す。 

不使用では、forest inventory 領域の論文であるために「インベントリ」16.3%が最も多いが、その次

に「樹高測定」11.5%が上位にあがり、これらは森林調査方法に相当する領域に当たる。一方で、一次利

用では、同様に「インベントリ」が 26.8%と一番高い割合を占めており、FIA データの目的である森林イ

ンベントリ関連の研究が中心であることがわかる。その他のトピック割合は、「森林復元」7.7%「林業」

7.4%「気候変動分布変化」7.9%が高い割合となっている。 

表表 1  NNFFII 公公開開がが森森林林イインンベベンントトリリ論論文文数数にに

与与ええるる影影響響にに関関すするる線線形形モモデデルルのの結結果果  
 Estimate 

(Intercept) 0.360 
Ecology 分野論文差分 -0.004 
Forestry 分野論文差分 0.025*** 
NFI 1.128** 
カナダ 0.279 
中国 0.266 
フィンランド 0.570 
フランス -0.127 
ドイツ 0.208 
イタリア -0.064 
日本 -0.368 
スペイン 0.606 
スウェーデン -0.242 
スイス 0.160 
英国 0.016 
アメリカ -0.180 
Ecology 分野論文差分と NFI
の交互作用 

0.010*** 

Forestry 分野論文差分 NFI の
交互作用 

-0.017* 

Adjusted R-squared 0.2305 
*** 0 001  **  0 01  *  0 05   0 1 
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それに対して、二次利用では「生態系

サービス管理」9.6%「地球温暖化」8.3%

が上位であり、「インベントリ」は 5番

目である。全体的に様々なトピックが

偏りなく分布していた。他に、不使用・

一次利用よりも二次利用論文の割合が

増えるトピックは「地上部バイオマス」

「機能形質」「野生動物管理」「森林火

災」「病害虫」であり、これらが FIA を

用いた研究により波及的影響を受けて

いるトピックであると考えられる。 

分析（1）との関係においては、「気候

変動分布変化」をはじめ Ecology 関係の

論文の割合が二次利用において多く、一

次利用でも上位のインベントリのトピ

ックに続いて多いことである。補足的に

ジャーナルの分野分類を確認すると、

Ecology 分野論文の割合は一次利用で

30%、二次利用で 25%と不使用の 23%より

も若干高い。これらの結果は、分析（1）と合わせれば、NFI 公開によってそれを直接使った論文が作成

されるともに、さらにそれらの論文を引用することで Ecology 分野での研究活動が活発化するという結

果と解釈される。つまり、データ公開を行うことで、一次利用では公開データに直接的に関係するトピッ

ク（この場合は森林調査）に偏る傾向にあるが、二次利用において他トピックへの波及的な影響がみられ

ることが確認された。 

 表 3 には、一次利用トピックと二次利用の論文数の割合の関係を示している。「地上部バイオマス」

「森林被覆変化」「枯死木・生物多様性」のトピックは、二次利用において同じ一次利用のトピックを引

用している割合が他のトピックと比べて

低く、波及効果が大きいと考えられる。逆

に、「生態系サービス管理」は、NFI を一

次利用したどのトピックの論文からも満遍

なく引用して形成されており、学際的な研

究トピックであると言える。公開データが

一次利用されることにより、様々なユーザ

ーがその研究結果を使用できるようになっ

ている。 

 

4.議論 

本研究において、インターネット上で長

期間公開している OGD の事例である FIA が

研究活動に与える影響について、以下の点

が明らかになった。 

(1)データに関連する領域である森林調査

論文数の増減は、NFI が公開されることによ

り若干変化していた。NFI 公開前は、

Forestry 分野論文の増減に影響されていた

表表  33  一一次次利利用用トトピピッッククとと二二次次利利用用ののトトピピッッククのの論論文文数数のの

割割合合のの関関係係  

表表  22    研研究究トトピピッッククのの割割合合  

（（数数値値ははトトピピッッククごごととのの論論文文数数、、割割合合はは全全論論文文数数にに対対すするるトトピピッッククのの割割合合））  
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が、NFI 公開国では公開後、Forestry 分野論文よりも論文数が多い Ecology 分野論文との関係がみられ

た。 

(2)NFI の一種である FIA データを一次利用として使用した研究は、FIA データ公開に直接関係するトピ

ックが中心であった。それに対して、二次利用の論文は多様なトピックであり、それらは Ecology 分野に

分類されるものが多かった。オープンデータの研究成果は二次利用によりデータ公開に直接関係しない

領域に波及していた。 

これらの結果を支持する議論として、オープンデータによる研究の影響は、データを利用した研究活動

が増えて研究成果が生まれるという単純なものだけではないという議論がなされている。Aneesh Chopra

は、OGD は単なる「データ保管庫の解放」ではなく、「研究開発の機会を生み出す活発なエコシステムを

育成する」方法であるとしている(Harrison et al., 2012)。OGD エコシステムとは、以下のような概念

である。政府が公表したデータをエンドユーザーのみが使う一方通行なシステムではなく、様々なユー

ザーが使用し、その結果を公開することによって、データセットが修正・統合され、「再利用可能な方法

（Reusable way）」で他のユーザーに還元される。これらのデータセットは「オリジナルの状態よりも価

値がある」状態になる。 

OGD エコシステムを前提とすれば、影響も多段階で発生することになり、本研究における NFI の分析か

らは、OGD 公開の影響は一次利用だけでなく二次利用に現れることが明らかになった。研究活動における

OGD 評価は、OGD でデータを公開する行為のみではなく、そのデータがどのような研究に使われ、どの分

野に波及・影響していくかどうかを評価していく必要がある。今後、FI 領域ではさらに比較対象を設定

するなどの分析を行うことや、FI 領域以外のオープンデータの事例を分析することによって、OGD 公開

の影響の特性をより明確に明らかにすることができるであろう。 
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